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研究成果の概要（和文）：  本研究は、経済活動で良心と自利心の両立を図る経営哲学の思想的根拠と現代への
適用を探求するものである。その際、儒教倫理の考え方を採り入れるのが大きな特徴である。ただ、東洋の儒教
倫理と親和性のある限りで、西洋における同様の思想も視野に入れることで、より深く普遍的な議論ができるこ
とが研究の過程で明らかになった。東西両洋をつなぐキーワードとなるのがIntegrity（誠実さ）であり、これ
が営利追求を伴う経済活動において自利心を有効に活かす上で不可欠であることを明らかにした。また、渋沢栄
一の道徳経済合一説が、新興国の経済発展とグローバル資本主義が抱える諸課題の解決に活用できることを明ら
かにした。

研究成果の概要（英文）：    This research explores the philosophical basis and contemporary 
application of a philosophy of management that balances conscience and self-interest in economic 
activities. The main feature of this research is to adopt the idea of Confucian ethics. However, it 
became clear in the course of this research that deeper and universal discussions can be made by 
considering similar ideas in the West as long as they relate to the Confucian ethics of the East.
     The key word that connects the East and West is Integrity, and it has been clarified that this 
is essential for effectively utilizing self-interest in economic activities that involve pursuing 
profits. Moreover, it was clarified that Eiichi Shibusawa's doctrine of “inseparability of morality
 and economy” can be used for economic development in emerging countries and for solving various 
problems facing global capitalism.

研究分野： 経営学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　儒学（儒教倫理）を学術研究の立場から経営学とりわけ経営倫理の領域に活かそうとする動きが、この10年あ
まりの間に国外では活発化しているものの、我が国ではこうした研究はほとんど行われてこなかった。そうした
中、日本企業の経営実践と経営思想をも十分に踏まえた日本発の儒学的経営哲学の展開を試みたのが本研究であ
る。
　儒学やそれと親和的な思想に依拠した　「良心が主、自利心が従」という経営哲学は、日本企業の経営を暗黙
的に特徴づけてきたと言ってよい。その思想的根拠と実践事例とを明らかにすることは、これまで看過されてき
た日本型経営の目に見えない、しかし重要な、要素を浮き彫りにするものといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
 儒学（儒教倫理）を学術研究の立場から経営学とりわけ経営倫理の領域に活かそうとする動き
が、この 10 年あまりの間に国外では活発化しているものの、我が国ではこうした研究はほとん
ど行われてこなかった。そうした中、日本企業の経営実践と経営思想をも十分に踏まえた日本発
の儒学的経営哲学の展開を図る研究の一環として、本研究を開始した。 
 研究代表者自身は、本研究に先立ち、「企業統治」の文脈でこれに関わる初期段階の研究を行
っていた。そこでは、(1) 企業統治を経営者の自己規律という観点からとらえ、そのメカニズム
を儒学的枠組みの活用によって「良心による企業統治」という鍵概念で明らかにすると共に、(2)
企業統治の哲学的基礎として、道徳（良心）と経済（自利心）の両立を説く渋沢栄一の道徳経済
合一説（論語と算盤）の真意を明らかにすることが行われた。 
 本研究は、経営者の規律を意味する「企業統治」に限定せず、「経営」というより広い観点か
ら、健全で活力ある経営を支える経営哲学の雛形とでもいうべきものを、儒学を中心とした枠組
みに依拠しつつ提示しようとするものであった。 
 
 
２．研究の目的 
 
 企業は活力（経済、利）と健全さ（道徳、義）をともに全うしてこそ、長期の存続・発展が可
能になる。この２つの両立を渋沢及び彼と親交のあった儒学者・三島中洲は「道徳経済合一」と
呼んだ。本研究の目的は、彼らの道徳経済合一説を手がかりとしつつ、いわば「現代版道徳経済
合一説」の雛形を提示することである。 
それは、良心と自利心の両立を図る（両者の共存可能性を肯定する）「経営哲学」と言い換え

ることもできる。道徳と経済の両立には、それに携わる人々（経済主体）それぞれにおける良心
と自利心の共存が基盤となるからである。 
そのエッセンスとなるのは、「自利心（self-interest）を十分に肯定

、、、、、
しつつも、良心（conscience）

の方を優位に置く」（＝「良心が主、自利心が従」）という経済主体のあり方である。経済行為に
関わる人間における良心と自利心の共存のあり方について、規範と実態の両面から探究してい
くことを本研究の眼目とした。 
 
 
３．研究の方法 
 
 現代に求められる「良心・自利心共存」の経営哲学を儒学の思考枠組みを活用して明らかに
していくために、大きく分けて 3つの方法を採用する。 
第一が当課題に関する限りでの儒学関連の文献の研究であり、①渋沢や三島の唱えた「道徳

経済合一説（＝義利合一説）」の儒学的裏付け、②利欲を肯定する近世日本儒学の思想的系譜
の解明を試みる。①については、これまでにも一定の研究を進めてきたところであるが、この
説が儒学的にどのような裏付けを持つものであるのか、という点については必ずしも十分には
明らかにできていなかった。研究代表者は中国哲学ではなく経営学が専門であるのではある
が、本研究の中心的課題である「現代版の義利両全説」を構築するという目的に資する限りに
おいて、儒学の古典籍のほか、その注釈書、さらには義利の問題を特定して論じた現代の研究
書などにも当たり、義利合一説の哲学的基礎を明らかにする。 
 第二に、自利心と良心の共存の可能性（可能であること）と規範性（規範的に許容できること）
の思想的根拠を明らかにすべく、日本儒学の思想的系譜を読み解くことである。山鹿素行、伊藤
仁斎、荻生徂徠のほか、儒学とも隣接している石田梅岩（石門心学）、二宮尊徳（報徳思想）な
ど、「自利心と良心の共存」という本研究の問題意識に関連する限りでの近世日本の思想を読み
込み、それに研究代表者独自の思索を加味することによって、現代の経済活動において「利欲の
肯定」（自利心）と「正義の実践／公益の推進」（良心）を両立させるための理念的枠組みの構築
を目指す。 
 第三に、日本企業における「良心が主、自利心が従」の実践の事例を見出し、集積することで
ある。こうした事例は、じつは日常いたるところに遍在していると考えられる。ただし、遍在し
ているからといって−いや遍在しているからこそ−明示的にとりあげられることがかえって少な
いともいえる。そうした目には見えにくい事例を、田中［2014］『「良心」から企業統治を考える』
で明らかにした理論的枠組みをレンズとして活用しながら、一つ一つ丁寧に掘り起こしていく。 
 
 
４．研究成果 
 
儒学を主たる拠り所として経営における良心と自利心の共存の哲学を考察するのが本研究の

当初の指針であったが、本研究の過程で明らかになったのは、東洋の儒教倫理のみに依拠するの
ではなく、（儒教倫理に軸足を置きつつも、それと親和性のある限りでの）西洋における同様の
思想をも視野に入れることで、より深くまた普遍性も備えた議論ができるということであった。



そこで、東洋—とりわけ日本 —における「士魂商才」と西洋 —とりわけイギリス—における「経済
騎士道」の双方に注目し、これらを統合した「経済士道」という観点を打ち立てて、そこから経
済活動における「良心と自利心の両立」を考えていくこととなった。 
その際、Integrity が一つの重要なキーワードになることが明らかになった。西洋において人

格を形成する重要な要素と認識されている Integrity（「誠実さ」）は、儒学の五常（仁義礼智信）
では義と信を含むと考えられる。このような見立てのもと、営利追求を伴う経済活動において自
利心を「有効に活かす」上で欠かすことができないもの（良心）としてこの「誠実さ」を位置づ
け、その重要性を明らかにした。 
研究成果の１つである論文「経営者の誠実さとガバナンス改革」では、「誠実さ（Integrity）」

を人が消極的道徳の実践を積み重ねる力と定義し、経営者ないし経営人材（以下、マネジャーと
いう）にとって、誠実さの意義・重要性について改めて確認した。ところが、現在行われている
企業統治改革を初めとする様々な経営改革は、自己利益を追求するのみの不誠実なマネジャー
を想定し、彼らにいかにまともな経営をさせるかを問題としており、（重要であるはずの）彼ら
の誠実さの確保とはおよそ無縁であることを明らかにした。その上で、誠実なマネジャーを選
抜・選任したり、彼らの誠実さを高めたりするには、 (a)誠実さを評価基準として明示的に取り
入れるべきこと、(b)経営者（候補）たちが、なすべからざることをしない「歓び」を喚起し積
み重ねていくための方策を講じるべきこと、を論じた。 
一方、儒教倫理をベースにした渋沢栄一の「道徳経済合一説」の経営哲学について、アダム・

スミスやマイケル・ポーターらの所説と比較して渋沢哲学の特色を浮き彫りにした単著論文、及
び この渋沢哲学が(a)新興国の経済発展と(b)グローバル資本主義が抱える諸課題の解決とに活
用できる可能性を示唆した共著論文を執筆した（前者は既刊、後者は 2020 年内に出版の見通し）。   
前者の論文“Prioritizing Public Interest: The Essence of Shibusawa’s Doctrine and 

Its Implications for the Re-invention of Capitalism”では、渋沢は、①自己利益（自利心）
を肯定的に捉えている点ではスミス、ポーターらと共通しているが、②経済主体が公益を意図的
に追求（良心）すべきとする点で（ポーターとは共通するが）スミスと異なり、③さらにその公
益追求を手段としてではなく目的として追求すべきとする点でポーターと異なることを明らか
にした。「私利を肯定した上での、目的としての公益追求」という渋沢のあり方は、「公益第一、
私利第二」と要約できる。それはまた「良心が主、自利心が従」という経済主体のあり方に他な
らない。 
 儒学やそれと親和的な思想に依拠した「良心が主、自利心が従」という経営哲学は、日本企業
の経営を暗黙的に特徴づけてきたと言ってよい。これまで看過されてきた日本型経営の目に見
えない、しかし重要な、こうした哲学を明瞭に浮き彫りにしたことは、本研究の一つの貢献と考
えられる。併せて、この哲学の思想的根拠と普遍的可能性・発展性とを明らかにしたことにより、
グローバル資本主義の今後のあり方を論じる上での重要な視角を提示したことも、本研究の貢
献と言えるであろう。 
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